
犯罪収益移転防止法施行規則
2027.4施行 主な改正点 など

不動産業における犯罪収益移転防止及び
反社会的勢力による被害防止のための連絡協議会



【はじめに（１）】

  犯罪収益移転防止法における取引時確認の範囲など

➢売買に関する取引のみが、犯罪収益
移転防止法の取引時確認の適用範囲
です。

✓ 犯罪収益移転防止法とは別に、宅建
業法も適用されます。
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➢取引時確認を行う対象は、不動産業
者の立場によって異なります。

宅地建物取引
の種類

宅建業法
の適用

犯罪収益移転防止法
の適用(特定取引)

売買 ○ ○

売買の代理・媒介 ○ ○

交換 ○ ×

交換の代理・媒介 ○ ×

貸借 × ×

貸借の代理・媒介 ○ ×

不動産業者の立場 取引時確認を行う対象

売主 買主、買主の代理人

買主 売主、売主の代理人

売主の代理
売主
買主、買主の代理人

買主の代理
買主
売主、売主の代理人

媒介
（売主側・買主側とも）

売主、売主の代理人
買主、買主の代理人

※対象が法人の場合は、法人格の他に
取引を実際に行う自然人の本人確認も必要。



【はじめに（２）】

  本人確認を行う上で必要となる書類（本人確認書類）

➢自然人の場合は、認証力の違いにより、A群～C群の書類に分かれます。

✓ 書類により、適用できる本人確認方法が異なります。
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➢法人の場合は、登記事項証明書や印鑑登録証明書等が本人確認書類となります。

➢その他、現住居の証明を補完するための書類（補完書類）の他、外国人・外国法人
のみが使用できる本人確認書類もあります。

A群書類 B群書類 C群書類

顔写真のある、
1点ものの公的身分証明書

顔写真のない、
1点ものの公的身分証明書

顔写真がなく、
複数枚発行可能な公的書類

➢ マイナンバーカード
➢ 運転免許証
➢ 運転経歴証明書
➢ 旅券（パスポート）
➢ 在留カード
➢ 特別永住者証明書
➢ 身体障害者手帳
➢ 宅建士証

な ど

➢ 各種健康保険の資格確認書
➢ 母子健康手帳
➢ 取引に使用した印鑑に係る

印鑑登録証明書
➢ 国民年金手帳

な ど

➢ 住民票の写し
➢ 住民票記載事項証明書
➢ 戸籍の附表の写し
➢ 取引に関係しない印鑑に係る

印鑑登録証明書

な ど



犯罪収益移転防止法施行規則 改正点のあらまし
（２０２７．４施行）

1. 現行のA群書類は、 ICチップのあるものはICチップ情報の読取
りが必須となり、 ICチップのないものは取引関係文書を転送不
要郵便物等として送付することが必須となります。

2. 現行のB群書類は、不動産取引の本人確認書類としては、原則と
して使用できなくなります。

3. 現行のC群書類は、偽造防止措置が講じられた公的書類に限定
されます。

4. 本人確認書類の「画像」や「写し」を送付する本人確認方法は、海
外居住者・短期在留外国人・外国法人等を除き、廃止となります。

5. 確認記録におけるICチップ情報のデータ保存等の取扱いが、対
面取引と非対面取引で異なります。
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A群：顔写真のある、1点ものの公的身分証明書

１．現行のA群書類は、ICチップのあるものはICチップ情報の読取りが必
須となり、ICチップのないものは取引関係文書を転送不要郵便物等と
して送付することが必須となります。

➢ 本人確認書類のICチップ情報（氏名・住所・生年月日・顔写真）の読取りが必須となります。

➢ 本人確認書類に顔写真があってもICチップがないものは、現行のC群書類の扱いと同様に、
取引関係文書を書留郵便等による転送不要郵便物等として送付する措置が必要になります。

✓ 顔写真があり、ICチップのない、1点ものの本人確認書類は、原則として対面取引でのみ使用でき
ることに変わります。
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顔写真：あり ICチップ：あり
(マイナンバーカード・運転免許証・旅券等)

現行

２７年４月以降

【提示のみ法】
顔写真付き本人確認書類の提示を受け、内容を確認

★主な本人確認方法（自然人の 対面取引 ）

【提示＋ICチップ読取り法】
ICチップ・顔写真付き本人確認書類の提示を受け
ると共に、当該確認書類原本に埋め込まれている
ICチップ情報（氏名、住居、生年月日、顔写真）の読
取りを行う

【原本の提示＋送付法】 ※現行のC群書類と同じ方法

ICチップのない、顔写真付きの本人確認書類の提
示を受け、内容を確認すると共に、記載された住所
に取引確認文書を書留郵便等による転送不要郵便
物等として送付

顔写真：あり ICチップ：なし
（運転経歴証明書・宅建士証等）

※この他、電子証明書の送信を受ける方法や、マイナンバーアプリを利用した公的個人認証サービ
ス（JPKI方式）を用いた本人確認は、引き続き利用可能です。

【改正点】 



B群：顔写真のない、1点ものの公的身分証明書

２． 現行のB群書類は、不動産取引の本人確認書類としては、
原則として使用できなくなります。

➢ B群書類を使用した、「2点の書類で本人確認をする方法」は廃止されます。

➢ これに伴い、不動産取引において、Ｂ群書類のうち顔写真もICチップもないものは、海外居
住者等の例外を除き、本人確認書類として使用できなくなります。（補完書類としての利用は可）

✓ 偽造防止措置が講じられたC群書類を使用して本人確認を行うことはできます（３．参照）。

✓ なお、取引に使用した印鑑に係る印鑑登録証明書は、B群書類からC群書類に変更となります。
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顔写真：なし
ICチップ：あり

現行

２７年４月以降

【提示＋追加的措置１・２】 など
２種類（１つはB群）の本人確認書類の提示を受け、内容を確認

★主な本人確認方法（自然人の 対面取引 ）

顔写真がない、ICチップ付きの本人確認書類は、
【提示＋ICチップ読取り＋送付法】という方法で
本人確認ができます。
※ただし、現時点で対象となる本人確認書類は、

以下の２つのみ。
➢ １６歳未満の在留カード
➢ １歳未満のマイナンバーカード

顔写真：なし ICチップ：なし
（国民健康保険等の資格確認書等）

顔写真・ICチップ共にない１点
ものの書類は、提示する方法
でも使用できなくなります。

【改正点】 



３． 現行のC群書類は、
  偽造防止措置が講じられた公的書類に限定されます。

➢ C群書類については、偽造防止措置が講じられた公的書類（改ざん防止の専用紙によって印
刷されたもの）のみが使用できる形に変わります。

✓ 現時点で使用可能な公的書類は、住民票の写し、印鑑登録証明書（取引に使用した印鑑に係るもの
も含む）、住民票記載事項証明書、戸籍の附表の写し等に限られます。

✓ また、コピーの利用は原則廃止になり、原本の提示／送付のみ利用可となります。（４．参照）
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現行

２７年４月以降

【提示＋送付法】 など
本人確認書類の原本または写しの提示を受け、内容を確認すると共に、記載さ
れた住所に取引確認文書を書留郵便等による転送不要郵便物等として送付

★主な本人確認方法（自然人の 対面取引 ）

【原本の提示＋送付法】
偽造防止措置が講じられた本人確認書類の原本の提示を受け、内容を確認す
ると共に、記載された住所に取引確認文書を書留郵便等による転送不要郵便
物等として送付
※コピー（複写したもの）の提示は廃止となります。

C群：複数枚発行可能な公的書類

顔写真：なし ICチップ：なし
（住民票の写し、印鑑登録証明書等）

【改正点】 



A群：顔写真のある、1点ものの公的身分証明書

4． 本人確認書類の「画像」や「写し」を送付する本人確認方法は、
海外居住者・短期在留外国人・外国法人等を除き、廃止となり
ます。

① 自然人や法人の取引担当者・代表者などの確認において、本人確認書類の「画像」を受け取
る方法、「コピー」を受け取る方法は、原則として廃止となります。

✓ 顧客が海外居住者・短期在留外国人等である場合に限り、経過措置として現行の「受理＋送付法1
（確認書類の画像を受け取る方法）」・「受理＋送付法2（確認書類のコピーを受け取る方法）」が引き
続き適用できます。
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顔写真：あり ICチップ：あり
(マイナンバーカード・運転免許証・旅券等)

現行

２７年４月以降

【オンラインで完結できる方法】(1) など
本人の容貌の画像情報と、本人確認書類の画像情報の送信を受ける

★主な本人確認方法（自然人の 非対面取引 ）

【顔写真画像＋ICチップ情報の受信法】
本人の容貌の画像情報と、ICチップ情報（氏名、住居、生年
月日、顔写真）の送信を受ける

非対面の不動産取引において
は、ICチップのない１点ものの
書類は、顔写真の有無に関わ
らず本人確認書類として原則、
使用できなくなります。

顔写真：あり ICチップ：なし
（運転経歴証明書・宅建士証等）

※この他、電子証明書の送信を受ける方法や、マイナン
バーアプリを利用した公的個人認証サービス（JPKI方
式）を用いた方法、郵便事業者等の本人確認代行を利用
する方法は、引き続き利用可能です。

【ICチップ情報の受信＋送付法】
ICチップ情報（氏名、住居、生年月日）の送信を受け、取引関
係文書を書留郵便等による転送不要郵便物等として送付

【改正点】 



B群：顔写真のない、1点ものの公的身分証明書

➢ これに伴い、非対面の不動産取引において、顔写真がない１点ものの本人確認書類は、IC
チップの有無に関わらず、原則として本人確認書類として使用できなくなります。

✓ Ｃ群書類については、偽造防止措置が講じられたものの原本を用いる場合に限り、現行の確認方法
が引き続き適用できます。
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顔写真：なし
ICチップ：あり

現行

２７年４月以降

【受理＋送付法１・２】
本人確認書類の画像か写しを受け取り、取引関係文書を書留
郵便等による転送不要郵便物等として送付

★主な本人確認方法（自然人の 非対面取引 ）

【原本の受理＋送付法】
本人確認書類の原本の送付を受け、
内容を確認すると共に、記載された
住所に取引確認文書を書留郵便等
による転送不要郵便物等として送
付

※27年4月以降は、偽造防止措置が講じ
られたものの原本に限り、引き続き当
該確認方法が適用可能です。
（コピー（複写したもの）の受取りは、原則と
して廃止となります)

顔写真：なし ICチップ：なし
（母子健康手帳等）

C群：複数枚発行可能な公的書類

顔写真：なし ICチップ：なし
（住民票の写し、印鑑登録証明書等）

非対面の不動産取引においては、IC
チップのない１点ものの書類は、顔写真
の有無に関わらず本人確認書類として
原則、使用できなくなります。

【改正点】 

4． 本人確認書類の「画像」や「写し」を送付する本人確認方法は、
海外居住者・短期在留外国人・外国法人等を除き、廃止となり
ます。

顔写真がない、ICチップ付きの本人確認書類
は、【ICチップ情報の受信＋送付法】という方
法で本人確認ができます。（前ページ参照）
※ただし、現時点で対象となる本人確認書

類は、以下の２つのみ。
➢ １６歳未満の在留カード
➢ １歳未満のマイナンバーカード



② 法人本人の確認方法についても、「コピー」を受け取る方法は、原則として廃止となります。

✓ 顧客が外国法人等である場合に限り、経過措置として現行の「確認書類のコピーを受け取る方法」
が引き続き適用できます。
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現行

２７年４月以降

【受理＋送付法】
本人確認書類の原本か写しの送付
を受け、内容を確認すると共に、取
引確認文書を書留郵便等による転
送不要郵便物等として送付

★主な本人確認方法（法人本人の 非対面取引 ）

【オンラインで完結できる方法】
顧客の代表者等から電子証明書
と電子署名が行われた特定取引
等に関する情報の送信を受ける、
等

※27年4月以降も引き続き当
該確認方法が適用可能です。

【申告＋送付法】
顧客の代表者等から法人の名
称・本店所在地の申告等を受け
た上で、「登記情報サービス」の
登記情報や国税庁の「法人番号
公表サイト等」を利用して確認し、
顧客の本店等宛に取引関係文書
を書留郵便等による転送不要郵
便物等として送付

※27年4月以降も引き続き当
該確認方法が適用可能です。

【原本の受理＋送付法】
本人確認書類の原本の送付を受け、
内容を確認すると共に、取引確認
文書を書留郵便等による転送不要
郵便物等として送付

※コピー（複写したもの）を受け取る方法
は、原則として廃止となります。

【改正点】 

4． 本人確認書類の「画像」や「写し」を送付する本人確認方法は、
海外居住者・短期在留外国人・外国法人等を除き、廃止となり
ます。



③ 補完書類の確認方法についても、「コピー」の提示・受理は廃止となります。

✓ 顧客が海外居住者・短期在留外国人・外国法人等である場合に限り、経過措置として現行の「確認書
類のコピーを受け取る方法」が引き続き使用できます。

✓ また、Ｂ群書類のうち顔写真もICチップもないものは、原則として本人確認書類として使用できな
くなりますが、補完書類としての利用はできます。

➢ また、ICチップ読み取り義務化等に伴い、現行の「提示＋追加的措置１」、
「提示＋追加的措置２」、「受理＋送付法２」の確認方法は適用できなくなります。
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現行

２７年４月以降

【住居の確認の補完】
本人確認書類に現住居の記載がな
い場合に、原本または写しの提示・
受理を受けて現住居を確認する。

★ 補完書類 を利用する本人確認

【住居の確認の補完】
本人確認書類に現住居の記載がな
い場合に、原本の提示・受理を受け
て現住居を確認する。
※コピー（複写したもの）の提示・受理は、
原則として廃止となります。

【提示＋追加的措置1・2】
B群書類と共に、もう1つの本人
確認書類（補完書類を含む）の提
示・送付を受け、本人情報を確
認する。

【受理＋送付法２】
本人確認書類２点の写し（補完
書類は原本も可）の送付を受け、
記載された住所に取引確認文書
を書留郵便等による転送不要郵
便物等として送付

これらの本人確認方法は、２０27年４月以降、廃止されます。
（ただし、海外居住者・短期在留外国人・外国法人等に限り、
【受理＋送付法２】は引き続き適用できます）

【改正点】 

4． 本人確認書類の「画像」や「写し」を送付する本人確認方法は、
海外居住者・短期在留外国人・外国法人等を除き、廃止となり
ます。



5. 確認記録におけるICチップ情報のデータ保存等の取扱いが、
対面取引・非対面取引で異なります。

➢ 対面取引においてICチップ情報を読み取った場合は、本人確認書類を提示された日時の記
録が必要となっており、ICチップ情報を保存・添付する必要はありません。

➢ 非対面取引においてICチップ情報の送信を受けた場合は、ICチップ情報もしくはその写し
の保存・添付が必要です。（現行どおり）

➢ マイナンバーカードのICチップ情報を保存・添付する場合は、マイナンバー部分を読み取れ
ないようにマスキングする必要があります。（現行どおり）
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★確認記録上のICチップ情報の扱い

対
面
取
引

非
対
面
取
引

➢ 提示＋ICチップ読取り法
➢ 提示＋ICチップ読取り＋送

付法

➢ 顔写真画像＋ICチップ情報
の受信法

➢ ICチップ情報の受信＋送付
法

➢ ICチップにある「氏名、住所、生年月日、顔写
真(「顔写真画像＋ICチップ情報の受信法」
を適用した場合のみ)」の情報を、電磁的記録
もしくは写しによる保存・添付が必要

➢ 本人確認書類を提示された日時を記録
➢ ICチップ情報の保存・添付は不要

（保存しても構わないが、顧客からの了承が
得られない場合は不可)

【改正点】 
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